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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、小学生の発達段階に対応した法教育プログラムを開発することである。そ
のため、小学生を対象にした児童の「民主主義」観に関する質問紙を開発し、小学校２年生、４年生、６年生で実施す
ることで、小学生の「民主主義」観について調査を行った。その調査の結果、「権威に対する見方」「少数意見の受け
止め方」「非民主的な決定に対する抵抗の受け止め方」について学年間で相違が見られた。その調査結果を踏まえて、
それぞれの学年の発達を「乗り越える」教材を開発した。

研究成果の概要（英文）：A purpose of this study is to develop teaching materials of 
law-related　education based on the psychological development stages of elementary school.We compared 
second-grader, fourth-grader and sixth-grader regarding their judgment of right and wrong in 
‘non-democratic situations’ and we examined that effect of authority and majority on children’s 
democratic thinking. We defined a non-democratic situation as ‘situation in which a person decides 
something without considering other people’s opinions’,‘situation in which a person deprives of chance 
of opinion declaration of others’ and ‘situation in which the others' resisted behaviour is not 
admitted’.Results indicated that the effect of the authority and the majority brought a different effect 
in the situation and the school grade.As a result of survey,We developed teaching materials of 
law-related education based on the psychological development stages of elementary school.

研究分野：社会科教育、公民教育、法教育

キーワード： 法教育　小学校教育　教育系心理学　基礎法学　授業開発
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1)子どもの発達に挑戦する法教育プログラ

ムの必要性 

 わが国の学校教育段階の法教育研究にお

いて、研究が最も遅れている分野に「子ども

の発達に対応した法教育プログラム開発」が

ある。近年、法教育は新学習指導要領にも明

確に位置づけられ、急速に教材の開発が進め

られている（法教育研究会 2005）。しかし、

多くの法教育教材が小学校高学年以上を対

象としたものに限られている。その原因は、

言語発達の未熟さを理由とし「幼い子どもに

法教育は難しい」という素朴なあきらめによ

るものである。 

 しかし、米国における法や道徳に関する発

達研究では、幼児期から子どもが「公正」「権

力」「個人の自由」といった法の背景にある

概念を認識していることが報告されている

（Damon1977 他）。そして、それらの心理学的

な実証研究を背景に、小学生の子どもたちの

法的資質の発達に挑戦する法教育プログラ

ムも開発されてきている(Center for Civic 

Education2001)。米国と同様に「法の支配」

を社会の基盤とするわが国においても、低学

年の子どもたちを含む小学校段階の法教育

プログラムの開発は重要であると考えた。 

(2)法学、心理学、教育学の各研究者による

協同の必要性 

 子どもの発達に対応した法教育プログラ

ム開発には、法学、心理学、教育学の各研究

者の協同が不可欠である。抽象的な法概念を

小学生でも理解できる言語に置き換えるに

は、まず①法学者による法概念の本質の明確

化が必要である。そして、法概念の本質をわ

が国の小学生がどのように認識しているの

か②心理学者による子どもの法的発達の実

態把握も不可欠である。この二つのプロセス

を経て、小学生のレディネスに対応した法教

育プログラムの開発がはじめて可能となる。

本研究のように、法学、心理学、教育学の各

研究者が協同する法教育プログラムの開発

研究は、これまでに類を見ないものであり学

術的価値も高いと考えた。 

２．研究の目的 

本研究は、立憲民主主義社会を担う子ども

たちの法的資質の育成をめざし、法学、心理

学、教育学の研究者が協同して、以下の事柄

について、研究することを目的としていた。 

(1)小学生に育成すべき法的概念の明確化＝

法学研究者をリーダーとする法概念の研究

(2)小学生の法的発達の実態把握＝心理学研

究者をリーダーとする発達の研究 

(3)法的発達を促す小学校６年間の法教育プ

ログラムの開発＝教育研究者をリーダーと

する教育内容の開発研究 

 以上三つの研究を組み合わせて、最終的に

は法的発達段階の調査を踏まえた、小学校段

階に対応する法教育プログラムを開発しよ

うとした。 

３．研究の方法 

(1)国内調査：国内における小学校法教育の

現状と課題の確認（主担当：二階堂年惠） 

法と教育学会及び法教育フォーラムに関

係する法教育推進小学校への訪問調査や日

弁連や各単位会、「法教育先進校」である福

井県内や大阪府内等で実施されている法教

育プログラムを収集し、その内容を分析した。 

(2)海外調査：法教育先進国における法的発

達調査方法及び法教育教材の調査（主担当：

磯山恭子、中原朋生、橋本康弘、樟本千里） 

◯アメリカ合衆国における法教育授業を見

学し、また、法教育教材を収集するため、

Classroom Law Project 等を訪問し、ヒア

リング調査を行った。 

◯アメリカ合衆国における道徳性発達論に

基づく教育実践研究を行っている、Center 

for Spiritual and Ethical Education の上

級部長である David Streight から、ヒアリ

ング調査を行った。 

◯子どもの道徳的（法的）発達に関する最新



の動向を探るため、The Association for 

Moral Education の年次総会に参加し、児童

（生徒）の道徳（法）的発達に関する教育に

関連したセッションで諸外国の研究者と意

見交換を行った。 

(3)質問紙の開発・実施 

①小学生に育成すべき法概念の探究（主担

当：土井真一、根本信義） 

法の背景にある基本概念（公正・正義・責

任・尊重）、②統治機構（三権分立、司法シ

ステム、立法システム、行政システム）、③

基本的人権、④私法の基本的な考え方（私的

自治の原則、契約）の内、いくつかを抽出し、

小学生の発達段階を踏まえ、それら法概念を

わかりやすい表現に改めた。 

②法的発達調査質問紙の作成（主担当：樟本

千里・中原朋生） 

◯(3)①での議論を踏まえ、質問紙を作成し

た。なお、今回の調査では、子どもの「民主

主義」観の調査とし、子どもたちの民主主

義概念の発達状況を探るために、非民主的

な３つの事象に対する善悪の判断に関する

調査を行った。非民主的な３つの事象とは、

第１に「みんなのことはみんなで決める」と

いう民主主義の原則に反する状況、第２に

「少数者の意見を尊重する」という原則に反

する状況、第３に「皆で決めたことは皆で守

る（または皆で決めていないことへの抵抗を

認める）」という原則に反する事象である。 

③法的発達調査質問紙の予備調査の実施（主

担当：橋本康弘） 

法的発達調査質問紙の質問事項を子ども

たちが十分に読み解けるのか、こちらが想定

していた内容とは捉えず、児童がミスリード

をしないのか、等を調査するため、大阪府内

の小学校で、１年生、２年生、４年生、６年

生に予備調査を実施した。 

④予備調査の結果分析と本調査用紙の作成

（主担当：樟本千里・中原朋生） 

 ミスリードをしたと考えられる質問の修

正、問題の差し替えなどについて議論を行い、

本調査用紙を作成した。本調査は、２学年、

４学年、６学年で実施することとした。 

⑤本調査の実施（主担当：橋本康弘・須本良

夫） 

 本調査を大阪府内２校、広島県内１校、青

森県内１校、兵庫県内１校、岐阜県内１校の

小学校合計６校で実施した。 

⑥本調査の結果分析（主担当：樟本千里・中

原朋生） 

 本調査の結果について、数量的な分析とと

もに、子どもたちの記述を中心に、質的な分

析を行った。なお、質的調査については、大

阪府内２校の児童による記述を中心に行っ

た。 

(4)法的発達調査の結果を踏まえたプログラ

ム開発（主担当：桑原敏典・渡部竜也・中原

朋生・須本良夫） 

 本（予備）調査の結果を踏まえ、「権威」「少

数者の尊重」「抵抗権」をテーマにした法教

育プログラムを開発した。 

４．研究成果 

(1)質問紙調査のプロセス・結果－子どもの

法的発達の実態－ 

質問紙調査の分析を行うには十分な時間

がなかった。ここで記述するのは、結果分析

の一部である。 

◯研究仮説：子どもの発達的な知見から、子

どもの民主的な思考・態度を阻害するものに

は、視点取得能力の未熟さ、権威主義的思考、

同調性の高さの 3点が考えられる。視点取得

能力の未熟さは、自己と他者の信念や思考、

価値観などの違いに気づかない可能性、気づ

いても複数の視点を統合することが困難で

あることにつながる。Piajet や Kohlberg 流

の他律から自律へという一元的な発達理論

に基づけば、幼い子どもは権威志向的である

ことが明らかにされており、公正、正義など

の概念形成には児童期後期あるいは青年期

まで構成されないと考えられている。このこ



とから児童は、権威者が行うことならば正し

いと考えるのではないかと予想される。また、

児童期とくに中学年はギャングエイジとも

よばれ集団性が芽生える時期であり、同時に

良い子志向、対人同調的であることも知られ

ている。このことから、児童は多数者への同

調を過度に重視するのではないかと予想さ

れる。認知的制約である、視点取得能力の未

熟さはその発達時期を待たなければならな

いが、権威志向や対人同調性に関しては価値

観の要素も多く含み、教育可能性の余地があ

ると考えられる。したがって、児童期からの

法教育を考えるにあたり教育プログラムと

して操作できるのはこの2点であろうと思わ

れる。そこで、特別な法教育の機会を与えら

れていない児童の意識調査を行うに当たり、

子どもの非民主的な事象における考え方に

対して、権威性と同調性がどんな効果をもつ

のかを明らかにする必要があると考えた。 

◯調査用紙の作成：上述の３つの事象に対し

て次のような調査計画を立てて調査を行っ

た。第１の「みんなのことはみんなで決める」

という原則に反する状況に対する児童の善

悪判断への、学年（2年生、4年生、6年生）

×権威（先生、私）×同調（多数者への同調、

少数者への同調、同数）の影響を検討した。

第２の「少数者の意見を尊重する」という原

則に反する状況に対する児童の善悪判断へ

の、学年（2年生、4年生、6年生）×権威（先

生、私）×同調（少数者の意見表明、同数者

の意見表明）の影響を検討した。第３の「皆

で決めたことは皆で守る（または皆で決めて

いないことへの抵抗を認める）」という原則

に反する状況に対する児童の善悪判断への

学年（2年生、4年生、6年生）×同調（みん

なで休む、ひとりで休む）×関与（関与して

いる、関与していない、当事者以外も関与）

の影響を検討した。 

さらに、それぞれの善悪判断に対しての理

由づけを問い自由記述で応えさせた。第１の

「みんなのことはみんなで決める」という原

則と第 2の「少数者の意見を尊重する」とい

う原則に対しては、①多数者への同調（人気

がある）、②配慮（意見が通らなかった側へ

の），③勝手（手続きが無視されている）の 3

つの基準で分類を行った。第３の「皆で決め

たことは皆で守る（または皆で決めていない

ことへの抵抗を認める）」という原則に対し

ては、①抵抗する（休む）ことが悪い、②個

人の自由を認める、③配慮（他の理由を探す）、

④手続きの不備の４つの基準で分類を行っ

た。それぞれの理由づけにおいても、学年や

状況の違いによって、判断理由に違いがある

のかどうかを検討した。 

調査の結果：調査を分析した結果、民主主義

の原則に反するいずれの事象においても、学

年を問わず望ましくないという判断をする

ことが示された。しかし、その判断の程度に

おいては学年差がみられたものがある。本研

究で定義した民主主義を構成する３つの原

則のうち、権威性については「みんなのこと

は皆で決める」「少数者の意見を尊重する」

という２つで検討した。 

 そのうち善悪判断に権威性の影響が示さ

れたのは「みんなのことは皆で決める」とい

う原則においてである。２年生と６年生は権

威者である先生の決定に対しては場面によ

って異なる判断を行っている。それは、集団

の意見が同数の場合にどちらかに寄った決

定を行う場合と、少数の意見に寄った決定を

行う場面である。集団の意見が同数の場合に

は、２年生と６年生は教師の権威性をある程

度認めているといえる。また、２年生、６年

生ともに、少数者の意見に寄った決定は悪い

と判断されるが、その理由は学年で異なる。

２年生は「先生だから」という権威者である

ことを判断理由に挙げるが、６年生は「みな

の意見を聞く必要性」を判断理由にあげてい

る。すなわち、２年生は権威者の行動として

ふさわしい行動かという点から判断してい



るのに対して、６年生は適切な手続きをとっ

たかという点から判断している。これらの結

果から、教師という権威性が認められる状況

も存在するが、児童は権威者の決定に従順に

従う判断はせず、当初想定したよりも厳しい

視点で権威者の行動を判断していたといえ

る。４年生は２年生的な考え方から、６年生

の考え方へ移行する途中であり、権威性その

ものの影響がみられなかったと考える。 

 一方、「少数者の意見を尊重する」という

原則においては権威性の影響は見られなか

った。しかし、その善悪判断には学年差がみ

られ、２年生だけが少数者からの意見表明の

場合と、同数者からの意見表明の場合とで判

断を変えていた。すなわち、２年生は同数者

からの意見表明は聞いた方が良いが、少数者

からの意見表明は聞かなくても良いだろう

と判断していた。４年生、６年生はいずれの

場合においても意見は聞いた方がよいと判

断している。したがって、２年生は「多数」

という数の原理が強くはたらき、少数者への

配慮が弱いと言える。 

 最後に「皆で決めたことは皆で守る」とい

う原則については、集団への同調性について

主に検討している。集団への同調性の影響が

示されたのは６年生であり、抵抗する場合は

個人で抵抗するのではなく、集団で抵抗した

方が良いと判断している。２年生、４年生に

はこの傾向は見られず、「集団」を形成する

ことが価値あるものとして捉えられていく

のではないかと思われる。また、民主主義的

な意思決定の原則からすると、関与者以外が

意思決定の場に参加していることは手続き

上良くないことであるのだが、４年生、６年

生は関与者だけで意思決定を行った場合よ

りも、関与者以外を含んだ「クラス」での意

思決定を最も尊重している。児童に提示した

場面が学校を背景としたものであることか

ら考えると、この考え方は一概に否定できる

ものではなく、社会化の過程において当然の

結果だと考えることもできる。したがって、

集団への同調性の影響については、加齢とと

もに増加していくと考えられる。 

 以上のような研究成果を踏まえて、それぞ

れの発達に挑戦する法教育プログラムの開

発に着手した。 

(2)質問紙調査の結果を踏まえた法教育プロ

グラムの開発－「権威」「少数者の尊重」「抵

抗（権）」に関する教材開発－ 

○法教育プログラム開発の指針：以上のよう

な分析結果を踏まえ、次のような指針でプロ

グラムを開発することとした。 

※「権威」「少数者の尊重」「「抵抗（権）」に

関する教材を作成すること。 

※「権威」については、「権威への服従から

権威の存在を受け入れるかどうかの『ゆら

ぎ』」を意識した教材」、「権威の行為を吟味

する教材」を作成すること。 

※「少数者の尊重」については、「『多数決絶

対』から多数決を受け入れるかどうかの『ゆ

らぎ』を意識した教材」「少数者の意見を尊

重する教材」を作成すること。 

※「抵抗（権）」については、「手続き的正義

がないことを踏まえ、抵抗することの意義に

気づく教材」「抵抗者の意見を吟味する教材」

を作成すること。 

○法教育プログラムの開発 

 上記の※印に関わる教材・プログラムを前

述の主担当者を中心に開発した。なお、これ

ら開発したプログラムの実践は今後の課題

である。 
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